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１ 基本方針
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日本の公的年金制度は、原則として、日本に居住する方の全員が加入
する「国民皆年金」の仕組みとなっている。年金の受給者を現役世代が
支えるという「世代と世代の支え合い」を基本としており、制度を維持する
ためには、国民の皆さまの年金制度についての理解と協力が不可欠であ
る。

日本年金機構では、公的年金制度への理解促進と普及活動のため、
平成２４年度から全国の年金事務所が主体となり、学校や都道府県・市
区町村の教育委員会、社会保険労務士会など関係機関の連携・協力の
もと、地域に根ざした「地域における年金運営の展開に関する事業」（呼
称：地域年金展開事業）を実施している。

今年度においても、公的年金制度の周知や理解、支援のネットワーク構
築のために「地域年金展開事業」を推進する。



(1) 地域連携事業 ＜自治体・関係機関（団体）等への取組＞
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２ 令和２年度の取組方針(案)

企業や自治体、教育機関、社会保険労務士会などと連携・協力し、ポスターの掲示
やパンフレットなどの設置を行う。また、企業や団体などに出向き、年金制度説明会を
実施する。

《具体的な取組事項》
◆ 事業所（団体）等での年金制度説明会の開催
◆ 教育関係者向け説明会の開催
◆ 市町村職員担当者向け研修および意見交換会の実施
◆ 市町村広報誌等による周知・啓発
◆ 自治会、町内会等を通じての周知・啓発
◆ 社会保険労務士会との連携による周知・啓発
◆ 事業所の社会保険事務担当者向け説明会の実施
◆ ハローワークの雇用保険受給者説明会での説明
◆ 医療、介護機関従事者向け年金制度説明会での説明
◆ 年金受給説明会での説明
◆ マスコミ等を通じての制度周知



（２） 年金セミナー事業＜教育機関への取組＞

4

大学、短大、専門学校、高等学校等で、公的年金制度の仕組みを説明する「年金
セミナー」を実施し、公的年金制度の啓発・周知活動を行うとともに、制度加入や国民
年金保険料の納付等を呼びかける。

《具体的な取組事項》
◆ 教育関係機関への協力依頼
◆ 大学、短大、専門学校、高等学校等における年金セミナーの実施
◆ 特別支援学校での年金セミナー及び保護者を対象にした障害年金の

制度説明
◆ 地域年金推進員を活用した年金セミナーの実施拡大
◆ 教員を対象とした年金セミナーの実施
◆ 「わたしと年金」エッセイの募集等にかかる協力依頼
◆ 「年金ポスター」コンクールの募集等にかかる協力依頼
◆ 制度周知を目的としたパンフレットの配布・設置依頼
◆ 大学等での学生納付特例制度の出張相談

【地域年金推進員とは】

学生等に対して、公的年金制度の仕組みや基本理念を正しく理
解してもらうため、各学校、特に高校・中学を対象とした年金セミ
ナー実施拡大のための活動を行う。



（３） 地域相談事業＜自治体、関係機関（団体）等への取組＞
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地域の自治体や大型商業施設、イベント会場などに出向いて年金の出張相談を行
い、相談ニーズに対応するとともに、地域住民の皆様に年金をより身近に感じていただ
き年金制度の理解を深める。

《具体的な取組事項》
◆ 市町村における出張年金相談
◆ 大規模商業施設等における出張年金相談
◆ ハローワーク雇用保険受給者説明会での出張相談

（４） 年金委員活動支援事業

年金委員の活動の基本となる冊子や制度改正に関するリーフレットなどの提供や、
研修、意見交換会を通じて、年金委員活動の支援を行う。

《具体的な取組事項》
◆ 年金委員研修・意見交換会の実施
◆ 年金委員の委嘱拡大
◆ 年金委員表彰の実施（１１月）
◆ リーフレット等の送付（随時）
◆ 広報紙「支えあい」の送付（地域型）



（５） 地域年金事業運営調整会議
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日本年金機構が取り組む公的年金制度の普及・啓発活動について、学識経験者や
関係機関など各分野の有識者からなる「地域年金事業運営調整会議」を都道府県ご
とに開催し、地域に密着した事業推進の在り方について意見交換を行っている。福島
県では、７月と１月の年２回開催している。

《具体的な取組事項》
◆ 地域年金展開事業の事業計画の策定・推進に関する意見の聴取
◆ 地域年金展開事業を充実させるため、各委員との意見交換
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３ 令和２年度の重点取組課題

事業所や自治体に対しては、事務説明会の共催や定期
的な研修会の場において、講師を派遣して年金制度説明
を実施しています。

事業所の事務担当者向けの説明会だけでなく、事業所を
単位とした従業員向けの説明会、地域や各種団体を単位と
した説明会などを実施できるよう関係機関と連携して実施
の拡大に努めてまいります。

年金制度説明会の実施に向けた協力連携

遠方にお住まいで年金事務所に出向くことが困難なお客様への出張相談、ハローワーク
や大学等と連携し、求職者や学生に向けた免除、猶予についての制度説明や相談会を行
い、対象者のニーズや利便性に合わせた取り組みを行ってまいります。

市町村の担当者、医療機関、介護、福祉施設の従事者を対象とした制度説明会を実施
し、地域住民の近くで従事している職員の方々に情報提供すると共に、制度の広報にご理
解、ご協力を頂くよう努めてまいります。

市町村や関係機関（団体）などと連携した取り組み
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中学校、高等学校においては、過密なカリキュラムや学校行事があり、その中で年金セミ
ナーを実施いただくために、アプローチの段階から多様な選択肢を提供し、受講者の興味・
関心を満たす年金セミナーを実施します。

社会保険労務士会と連携した卒業後に就業する生徒を対象にした就職準備セミナーや、
税務署で行っている租税教室と連携したセミナー等を実施できるよう、関係機関との協力・
連携に努めてまいります。

年金セミナー事業の展開

● 年金セミナーの充実について

年金セミナーの実施については、年々実施回数が増加しておりま
す。これに伴い対象となる学生・生徒が年金制度に興味を持ってい
ただく内容、学校側からのニーズに対応する取組を図ってまいります。

受講者と年齢の近い若手職員の説明スキルの向上の取組として、
機構全体として取り組んでいる講師コンペティションの参加と参加者
へのフィードバック等を活用しながら、各事務所主体の講師養成を
目的にしたプロジェクトチームの中でスキル向上を図ってまいります。

● 多様な選択肢の提供に向けて
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地域との橋渡しとなる地域型年金委員の方々へ情報提供並びにご意見をいただく場とし
て、各年金事務所が主体となり地域型年金委員連絡会を開催しております。地域型年金委
員連絡会の中では年金の受給関係や年金相談予約制に関する説明をさせていただき、地
域住民の皆様へ年金制度について積極的に周知活動を行っていただけるよう取り組みを進
めております。

年金委員の意見交換の実施と委嘱拡大に向けて

● 地域型年金委員連絡会の開催

【年金委員とは】
政府が管掌する年金事業の運営に協力して、企業や地域住民に対して啓発や相談を行う、

厚生労働大臣に委嘱された民間協力員です。
活動により、職域型と地域型の２つに区分され、職域型は主に厚生年金保険の適用事業所

内、地域型は自治会などの地域において活動しています。

● 年金委員の委嘱拡大
平成２４年１２月から年金事務所、全国健康保険協会、社会保険協

会、社会保険委員会の四者で、年金委員数及び社会保険委員会員
数の減少や年金委員と健康保険委員の委嘱数の違いなどについて協
議する取り組みを実施しています。

令和２年度末時点における各事務所ごとの委嘱目標数を設定し、月
毎の委嘱状況の確認および計画的、効果的な勧奨の取り組みを進め
ます。



４ 各年金事務所の取組計画

郡山年金事務所
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東北福島年金事務所

年金セミナー事業

年金委員活動支援

地域型年金委員連絡会について

委員の皆様と情報共有や機構の取り組
む事業への協力を要請するため、定期的
に連絡会を開催します。また、県全体の研
修会を開催する際は、各地区の委員の皆
様が参加しやすい方法を計画し、魅力ある
テーマの研修を行えるよう企画します。

県内６事務所で工夫した取り組みを計画しています。

地域連携事業

年金制度説明会の開催

郡山年金受給者協会の会報に年金制
度説明会の記事掲載を依頼するとともに、
協会事務局に窓口になってもらい、事務
所と協会で連携し年金制度説明会の開催
拡大を図ります。

年金セミナー事業

年金セミナーの充実と更なる理解
現在、使用している資料「公的年金につ

いて一緒に考えて見ましょう」の解説の他、
国民年金・厚生年金保険制度の加入基
準や年金給付を分かりやすい言葉で掘り
下げ、セミナーの内容をより理解しやすく
充実したものとします。

セミナーアプローチについて
代表事務所として、教育関係機関に出向

し、年金セミナー、教員セミナー等への協力
要請を行います。

また、県内統一したアプローチができるよう

企画、立案、体制の整備を行います。
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平年金事務所

年金セミナー事業

年金セミナーの充実

年金セミナーの実施にあたっては、受
講者に年齢の近い若手職員が講師を
行っております。

学生へ分かりやすく、丁寧に説明でき
るように、講師への研修を行い、1人でも
多くの学生へ、年金制度への理解と安
心を持ってもらえるよう、取り組みを行っ
ていきます。

会津若松年金事務所

年金委員活動支援

年金委員の拡大と活動支援

地域型も職域型も年金委員の減少傾向にあります。年金委員の未設置事業所に対する職
域型年金委員の推薦依頼、各種団体に対する地域型年金委員の推薦依頼を実施します。

また、事業所や地域で積極的に活動している年金委員には、個別の要請に応じて説明会や
資料提供などの活動支援を行います。

そして、今年度取り組みをお願いした「年金生活者支援給付金」周知などのご協力に対して
、現在までの進捗報告などの「お返し」を行います。

相馬年金事務所

出張年金相談の実施

地域住民の利便性の観点から、年金事
務所より遠方の南相馬市において、毎月２
回の出張年金相談を実施しています。相談
の際は完全予約制となっており、相談に来
られたお客様をお待たせすることなく、事前
の準備も確実に行えるためにスムーズに年
金手続きが取れることで好評を得ており、今
後も継続して実施していく予定です。

地域連携事業
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白河年金事務所

地域連携事業

ねんきん月間の取組み

昨年に続き、管内の幼稚園児（年長３９
名）に、ご家族の似顔絵を描いてもらい、
当年金事務所の１階お客様待合室に掲
示しました。来所された多くのお客様に見
ていただき、年金事務所を身近に感じてい
ただきました。今後も継続して実施していく
予定です。

地域連携事業

ハローワーク職員を対象とした「年金制度
説明会」を継続し、よりスムーズな諸手続
きができるよう連携を深める。

年金セミナー事業

年金セミナー講師の養成とスキルアップ
を図るため、年金セミナーＰＴを毎月開
催する。

年金委員活動支援

各種団体に、意欲的に地域型・職域型
年金委員の推薦にかかる協力依頼を実
施する。

地域相談事業

年金制度説明会のご案内（申込書）を活
用し、 広く周知・広報に努めます。



５ 月別事業実施計画
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年 月 地域連携事業 年金セミナー事業 地域相談事業
年金委員活動

支援事業

毎月
（随時）

・年金制度説明会等の実施に向け
たアプローチ

【全事務所】
・市町村向け広報誌「かけはし」の
情報提供

【全事務所】
・４者協議
【東北福島（代表）】

・年金セミナーの実施に向け
たアプローチ

【全事務所】
・年金セミナー講師養成研修
【東北福島（代表）】

・遠隔地等における出張年
金相談の実施

【会津若松・相馬】
・ハローワークにおける離職
者対象の説明会

【東北福島・郡山・平・白河】

・地域型年金委員向け広報
紙「支えあい」の情報提供

【全事務所】
・地域型年金委員会との打合
せ

【東北福島（代表）】
・地域型年金委員へ市町村
向け広報誌「かけはし」の情
報提供

【郡山・平】

令和２年
４月

・教育関係機関へ事業全般
に関する協力要請

【東北福島（代表）】

５月

・管内国民年金初任者研修会
（５～６月）

【全事務所】
・「年金ポスター」募集に関する協
力要請
【東北福島（代表）】

・今年度における年金委員の
重点的な活動内容等の周知
及び協力依頼

【全事務所】

６月

・関係機関へ「わたしと年金」エッセ
イ募集に関する協力要請

【東北福島（代表）】
・算定基礎届事務説明会
【全事務所】

・中学校長会各支会、高等学
校長協会各支部における年
金セミナー等の実施に向け
たアプローチ（６～７月）

【全事務所】

・「わたしと年金」エッセイ募集
に関する協力依頼

【東北福島（代表）】
・福島県地域型年金委員会
総会・研修会

【東北福島（代表）】
・地域型年金委員連絡会
【全事務所】

７月
・地域型年金委員連絡会
【全事務所】

８月
・教員向け年金セミナーの開
催

【東北福島（代表）】

・地域型年金委員連絡会
【全事務所】



14

年 月 地域連携事業 年金セミナー事業 地域相談事業
年金委員活動

支援事業

９月

１０月

・県内の各学校へ今年度及
び次年度の年金セミナーの
実施に向けた依頼文書発出

【東北福島（代表）】

１１月

・関係機関へ「ねんきん月間」に関
する協力要請

【東北福島】
・年金受給説明会（11～１月）
【全事務所】

・管内の大学等へ年金セミ
ナーの実施及びパンフレット
配布依頼（11～２月）

【全事務所】

・大型商業施設における年
金相談会の実施

【東北福島】
・管内の市町村での出張年
金相談の開催

【会津若松】

・職域型年金委員等研修会・
表彰伝達式の実施

【東北福島（代表）】
・福島県地域型年金委員研
修会

【東北福島（代表）】
・「ねんきん月間」に関する協
力依頼

【東北福島（代表）】
・適用事業所における職域型
年金委員の委嘱に向けた協
働勧奨

【全事務所】

１２月

１月

２月
・地域型年金委員意見交換
会（２～３月）

【全事務所】

３月
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